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平戸市観光交通ターミナル指定管理仕様書 

 

 平戸市観光交通ターミナル指定管理者が行う業務の内容及びその範囲等は、この仕

様書による。 

 

１ 趣旨 

  本仕様書は、平戸市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例に基づ

き、平戸市観光交通ターミナル（以下「ターミナル」という。）の指定管理者が行う

業務の内容及び履行方法等について定めることを目的とする。 

 

２ ターミナルの管理運営に関する基本的な考え方 

  指定管理者は、次に掲げる項目に沿ってターミナルを管理運営すること。 

 (1) ターミナルは、本市の観光の振興及び公共交通の利用促進を図るための施設で

あるという設置目的に基づき、管理運営を行うこと。 

(2) 効率的かつ効果的な管理運営を行うこと。 

(3) 入場者の視点に立った管理運営を行うこと。 

(4) 個人情報の保護を徹底すること。 

 

３ 施設の概要 

 (1) 名    称： 平戸市観光交通ターミナル 

 (2) 所 在 地： 平戸市崎方町 776 番地 6 

 (3) 建 物 構 造： 木造平屋建て 

 (4) 管理対象面積： 敷地面積  1921.278 ㎡ 

            うち ターミナル  573.085 ㎡（施設外周を含む） 

            ロータリー 1348.193 ㎡ 

 (5) 施 設 内 容：①観光案内所 

一般社団法人平戸観光協会が平戸市（観光課）の委託を受け

て観光案内業務を行う窓口（執務室等）。 

②交流スペース 

主に観光客の利用に供する。 

③切符販売窓口 

路線バス及び交通船事業者が切符販売、案内等を行う。 

④待合室 

主に公共交通機関利用者の待合に供する。 

          ⑤公衆トイレ 

          ⑥ロータリー 

           路線バス、タクシーの停車場及び施設入場者の駐車場。 

          ⑦その他（通路等） 

 

４ 指定管理業務開始予定 令和８年４月１日(水) 
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５ 開館時間等 

(1) 開館時間：午前６時 00 分から午後８時 00 分まで 

(2) 休 館 日：なし 

   ただし、指定管理者は、市長の許可を得て、開館時間を延長したり、保守点検

等、施設の安全性を確保する場合等に休館日を設定することができる。 

 

６ 指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲 

 (1) 管理運営業務 

  ① 事業計画書の作成 

    毎年度、管理運営に関する事業計画書を作成すること。 

  ② 収支（予算）計画の作成、執行 

    毎年度、管理運営に関する収支（予算）計画を作成すること。 

  ③ 事業報告書の作成 

毎年度、管理業務の実施状況及び利用状況、収支状況等について、事業報告書

を作成すること。 

  ④ 物品の維持管理 

    市の所有する物品について、平戸市物品管理規則及び関係法令に基づき適切に

管理すること。 

  ⑤ 文書管理 

    収受文書の管理等を行うこと。 

  ⑥ 連絡調整業務 

    施設が円滑に運営されるよう、関係団体等との連絡調整を行うこと。 

  ⑦ 災害・事故発生時の対応 

    災害・事故等が発生した場合、緊急に必要な措置を行うとともに、速やかに報

告書、関係資料等を作成し、市へ報告するとともに、その指示に従うこと。 

  ⑧ その他、施設の管理運営に関する業務 

   ア 施設管理に必要な運用基準等を作成すること。 

   イ 個人情報の保護措置を講じること。 

   ウ その他、施設の管理運営に必要な業務を行うこと。 

(2) 施設設備維持管理業務 

 ① 施設及び設備の保守点検に関する業務 

  ア 施設のひび割れ、はがれ、かび等の発生がない状態を維持し、かつ美観を維

持すること。 

  イ 建築設備（電気設備、空調設備、衛生設備等）は、日常点検、定期点検、法

定点検等を適切に行い、初期の性能を維持すること。 

 ② 施設の清掃に関する業務 

  ア 施設の環境を維持し快適な環境を保つため、日常清掃、定期清掃を適切に行

うこと。 

  イ 施設の清掃時間、清掃頻度などは、施設利用者及び入場者の妨げとならない

ように行うこと。 

 ③ 敷地内の清掃・植栽植物の管理に関する業務 

  ア 清掃業務については、施設利用者及び入場者の利便性と施設の美観を保持す
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るとともに、施設の健全な管理に努めること。 

  イ 敷地内に植栽している植物について、常に良好な状態に保つこと。 

 ④ 保守警備業務 

  ア 施設内の秩序を維持し、事故、火災等の災害発生及び盗難、破壊等の犯罪を

警戒、防止し、財産の保全を図るとともに、施設利用者及び入場者の安全を

守るため、保安警備業務を適切に行うこと。 

  イ 事故、災害及び犯罪から施設利用者を適切に保護できる状態とすること。 

  ウ 緊急事態が発生した場合は、関係警察署はもとより関係職員への連絡体制を

明確にし、速やかに対応すること。 

 ⑤ 施設保全業務 

   施設を安全かつ安心して利用できるよう、施設の保全に努めること。また、建

築物や設備等の不具合を発見した際には、速やかに市へ報告すること。 

(3) 施設利用に関する業務 

 ① 施設利用申請の受付及び許可に関する業務 

   条例に定めるところに従い、利用の許可、制限、取消し及び停止を行うこと。 

 ② 利用料徴収業務 

   条例に定めるところに従い、施設の利用に係る利用料等を徴収すること。 

   なお、徴収した利用料等は、指定管理者の収入とする。 

 ③ 利用料の減免に関する業務 

   条例に定めるところに従い、利用料の減免を行うこと。 

 ④ その他、施設利用に関する業務 

施設等の利用について、利用者、入場者又は住民等から苦情等があった場合は、

適切に対応し、また、その内容を速やかに市へ報告すること。 

 

７ 職員の配置 

(1) 管理運営業務等を実施するために必要な業務執行体制を確保するとともに、労

働基準法等関係法令を遵守し、管理運営を効果的に行うための業務形態に適した

人数の職員を配置すること。 

(2) (1)のための職員体制を保持し、職員の育成及び運営に関し、必要に応じて研修

を実施すること。 

 

８ 指定期間 

 令和８年４月１日から令和 12 年３月 31 日まで（４年間） 

 

９ 指定管理料 

 (1) 指定管理料は、平戸市の予算の範囲内で指定管理者に選定された団体が提出し

た収支予算書の提案額に基づいて、協定書で定める額とする。 

  令和８年４月１日から令和 12 年３月 31 日までの指定管理料上限額 

１４，０００，０００円（総額） 

                     （年額３，５００，０００円） 

 (2) 平戸市は指定管理料を、指定期間の開始の翌月から、協定書で定める金額を、 

協定書で定める期日までに、指定管理者の請求に基づいて支払うものとする。 
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10 法令等の遵守 

  指定管理者は、ターミナルの管理運営にあたっては、本仕様書のほか、次に掲げ

る法令に基づかなければならない。また、その他関連する法令等がある場合は、そ

れらを遵守すること。 

 (1) 地方自治法 

 (2) 個人情報の保護に関する法律 

 (3) 平戸市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 

 (4) 平戸市観光交通ターミナル条例 

 (5) 平戸市観光交通ターミナル条例施行規則 

 (6) 平戸市情報公開条例 

 (7) 平戸市行政手続条例 

 

11 リスク分担 

  協定締結にあたり、指定管理者と平戸市のリスク分担は、原則次のとおりとする。 

項 目 内 容 平戸市 指定管理者 

物価の変動 

人件費、光熱水費等の単価の変動に伴う経費

の増 
 ○ 

単価の急激な変動によるもの（人件費以外） 協議事項 

施設設備の損傷 

事故・火災等によるもの 協議事項 

天災等によるもの ○  

施設等の管理上の瑕疵に係る損害  ○ 

経年劣化によるもの（小規模なもの）  ○ 

〃       （上記以外） ○  

第三者による行為で相手方が特定できない

もの 
協議事項 

法令の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼすもの ○  

指定管理者に影響を及ぼすもの  ○ 

第三者への賠償 
管理者としての注意を怠ったことによるもの  ○ 

不可抗力によるもの ○  

セキュリティ 
情報の遺漏、警備不備による事故及び犯罪の

発生 
 ○ 

事業終了時の

費用 

指定期間終了時、期間中途における業務の廃

止又は指定取消による事業者の撤収費用 
 ○ 

 ※１その他、上記以外の問題が生じた場合は、協議事項とする。 

 ※２協議事項については、事案ごとの原因により判断するが、第一次責任は、指定

管理者が有するものとする。 
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12 事業報告 

  指定管理者は以下のとおり、報告書を作成し、市長に提出すること。 

 (1) 毎年度終了後提出する報告書 

  ① ターミナルの業務の実施状況及び施設の利用状況（当該年度分） 

  ② 収支決算書（当該年度分） 

  ③ 委託契約等の実績報告（当該年度分） 

  ④ 上記のほか、ターミナルの業務の実態等を把握するために必要な事項 

 

 (3) 指定期間終了後提出する報告書 

  ① ターミナルの業務の実施状況及び施設の利用状況（４年分） 

  ② 収支決算書（４年分） 

  ③ 委託契約等の実績報告（４年分） 

  ④ 上記のほか、ターミナルの業務の実態等を把握するために必要な事項 

   ※その他、平戸市長が必要とする事項について、求めに応じて報告する。 

 

13 点検・評価（モニタリング）について 

指定管理者は平戸市が定める「指定管理者制度導入施設の点検・評価（モニタリング）

要領」に基づき、施設の管理運営を適正に行っているか自己点検及び評価を行いチェッ

クシートを作成し、以下のとおり平戸市に提出すること。平戸市はこれを評価し、必要

に応じて改善を指示するほか、モニタリング結果の公表を行う。 

(1) 年度途中に提出するチェックシート 

ア 上半期（４月から９月まで）の管理運営状況に関する自己点検・評価 

(2) 年度終了後提出するチェックシート 

ア 年間（４月から翌年３月まで）の管理運営状況に関する自己点検・評価 

 

14 指定管理者が行う自主事業について 

 指定管理者が指定管理施設を活用して、自主事業を行うことを認める。 

(1) 自主事業は、「６ 指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲」に定める事業

以外のものを指す。 

(2) 自主事業の目的、実施内容、指定管理施設の使用許可等について総務課と協議

のうえ、承認を得ること。 

(3) 自主事業に係る経理は、指定管理業務に係る経費と区別すること。 

 

15 備品・消耗品等の所有権 

 (1) 平戸市がターミナルに設置する備品・消耗品等については、平戸市の所有とし、

その使用及び保管に十分注意すること。 

 (2) 指定管理者が、自ら購入・搬入した備品等については、指定管理者の所有とす 

る。 

 

16 立入検査について 

  平戸市は必要に応じ、施設、物品、各種帳簿等並びに管理運営状況について実地

に検査を行う。指定管理者は、合理的な理由なく、これを拒否することができない。 
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17 指定の取消し等 

(1) 事業の継続が困難となった場合の措置 

ア 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合は、

市は指定の取消しをすることができるものとする。その場合は、市に生じた損害

は指定管理者が賠償するものとする。また、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、

本施設の管理運営業務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとする。 

 イ 当事者の責めに帰することができない事由による場合 

不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により、

業務の継続が困難になった場合、事業継続の可否について協議するものとする。 

なお、一定期間内に協議が整わない時には、それぞれ、事前に書面で通知する

ことにより協定を解除できるものとする。なお、次期指定管理者が円滑かつ支障

なく、本施設の管理運営業務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとする。 

 ウ 指定管理者の指定取消後の対応 

指定管理者の指定取消後、第２順位、第３順位の法人等と、次期指定管理予定

候補者としての協定締結について協議を行うものとする。 

 

(2) 協定書解釈に疑義が生じた場合等の措置 

協定書の解釈に疑義が生じた場合又は協定書に定めのない事項が生じた場合に

ついては、市と指定管理者は誠意を持って協議するものとする。 

 

18 その他 

(1) 損害賠償請求  

指定管理者の指定が取消され、または業務停止となった場合、指定管理者は本

市に生じた損害を賠償しなければならない。 

(2) 損害保険  

保険については、本市で建物総合損害共済（火災・損害）、市民総合賠償保険（施

設内）に加入しており、一般的な損害についてはこの保険が適用される。しかし、

指定管理者の過失等に起因する事故の場合は、保険会社が損害賠償を求めてくる

場合があり、その他想定外のことで損害賠償請求を受けることがあるため、でき

る限り民間損保会社等で扱う賠償責任保険の加入を求める。（保険料は指定管理者

の負担となる。）  

(3) 目的外使用に関する取扱い  

施設内（敷地内含む）に自動販売機等を設置する場合は、施設使用の許可を受

けようとする者が、直接市長に対し目的外使用許可の申請を行い、許可を受ける

ものとする。上記の目的外使用許可については、指定管理者に限らない。ただし、

指定管理者以外のものに許可する場合、目的外使用許可者と指定管理者との間で

の電気使用料、水道料金等経費負担や保守点検等の取扱いについて取り決めるも

のとする。 


